
分岐単位接続料設定の適否の検討（平成23年1月～3月）

に当たっての審議会資料（抜粋）

資料３

平成２３年１０月２４日



１．競争事業者が実施したOSU共用実験の内容と評価
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2競争事業者各社によるＯＳＵ共用に係る検証について（概要）

➣ NTT東日本のシェアドアクセスと幹事会社（ソフト
バンクテレコム）が設置した振り分けSW及びONUを
接続し、一分岐単位での各社通信サービスの提供・
契約手続の遂行上問題がないことを確認。

➣ 確認した各社の主なサービスは以下の項目。
・ 自社網への疎通
・ インターネットコンテンツ等へのアクセス可否・速度
・ リアルタイムパケット通信
・ IPマルチキャスト動画配信
・ ０AB-J IP電話

・ 通信のセキュリティ確保

NTT商用設備での検証の概要（運用面）

➣ NTT外販許諾品のOSUとＯＮＵを用い、上り方向
（OSU）及び下り方向（振り分けSW）でそれぞれ帯
域制御を行う。

➣ トラフィックジェネレーターで大量のトラフィックを
発生させ（ヘビーユーザを想定）、振り分けSWと
OSU間の通信容量を超えた場合、ヘビーユーザの
みにパケットロスが生じ、他のユーザの通信を保護
できることを確認。

ラボ環境での検証の概要（技術面）

2010年3月10日公表 NTT商用設備での第２回目検証より抜粋

2007年9月20日公表 ラボ環境での第1回目検証より抜粋

IDM: Integrated Distribution Module
(統合配線モジュール)

PD盤: Premise Distribution Cabinet
(分岐配線盤)

事業者網側
加入者側

第15回接続委員会
（3/3）資料Ｐ３５



OSU共用に係る実証実験の対する評価 （NTT東西の主張）

■ ソフトバンク等が行ったOSU共用実験について、合同ヒアリングにおいてNTT東西から以下のような評価が示されている。

■ 共用実験で使用した市販の事業者振り分け装置については、公平制御を優先して、優先／ベストエフォートにかかわらず

パケットを破棄するものであり、１Gを超えるトラヒックが流入した場合は、優先クラスのパケットも破棄され、品質が確保さ

れないことになる（上記を克服できる振り分け装置は現在開発されていない）との見解が示されている。
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課題
（NGN答申時の分類）

NTT東西が指摘する問題点 (合同ヒアリング参考資料P4）

①通信速度等の

サービスレベルが低下

 １Ｇの高速ベストエフォートサービスに関する検証がされていないが、実験で使用した振分け装置では、ベスト

エフォートも公平制御の対象となるため、地デジＩＰ再送信を提供していると実質１Ｇの速度はでないことから、

高速ベストエフォートサービスの提供はできない。

②帯域確保サービスの

実現が困難に

 ０ＡＢＪ－ＩＰ電話が提供できたとしているが、それは通信が混雑していない状況下のことであり、１Ｇを超えるト

ラヒックが流入した場合には通信は途絶する。

 ＩＰマルチキャスト動画配信が提供できたとしているが、地デジＩＰ再送信のような品質確保型の映像配信の検証

は行われているかどうか不明。また、それは通信が混雑していない状況下でできたとしているに過ぎず、１Ｇを

超えるトラヒックが流入した場合には、画像は途切れる。

④故障対応等の

サービスレベルが低下

 保守運用体制を整備し、振分け装置の故障、8分岐スプリッタ上部ＰＤ盤の移設、ＯＮＵの交換の３件の故障・

保守対応ができたとしているが、８分岐スプリッタや分岐端末回線、ＯＮＵは同一建物内（ソフトバンク社内）に

設置し、かつ、１台のＯＳＵで６ユーザを収容した場合の環境下で故障したときの検証をしたに過ぎない。

 実際にＯＳＵ共用して全国でサービスを提供すると、全国４,０００局の光提供ビルに事業者振分け装置やＯＳＵ

を設置し、所外においては、少なくとも１３０万個の所外スプリッタを設置し、またお客様宅内に設置されるＯＮＵ

といった膨大な設備を、お客様申告に基づき迅速に修理・復旧対応していく必要がある。共用実験ではソフトバ

ンク殿の建物内に閉じたわずか６ユーザのみの検証結果であり、複数の事業者が連携して、迅速な故障対応

等の保守運営体制が構築できるとすることの検証にはならない。

⑤共通の運用ルールの

策定は困難

⑦新サービスのタイムリーな

提供に支障

 ０ＡＢＪ－ＩＰ電話の追加・提供に対し、ＯＳＵ共用事業者間での協議等の必要はなかったとしているが、それは

単に混雑していない状況下で、他の事業者が０ＡＢＪ－ＩＰ電話を提供していなかったからに過ぎず、本来品質を

確保しなければならない０ＡＢＪ－ＩＰ電話を同時に利用した場合の検証は行われていない。 第15回接続委員会
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２．分岐単位接続料に対する各社の見解
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ファイバーシェアリングにより実現するサービスイメージ （イー・アクセスの主張）

■ イー・アクセスからは、ファイバーシェリングにより実現するサービスのイメージとして、以下のような上下分離されたサー
ビスについてエンドエンドで料金設定を行う旨の提案がなされている。

フレッツ光 ADSL

月額利用料
¥5,200

月額利用料
¥5,200

ISP ¥1,200ISP ¥1,200

光電話 ¥500光電話 ¥500

TV ¥3,000TV ¥3,000

ISP+ADSL
（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） ¥2,000

ISP+ADSL
（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） ¥2,000

IP電話 ¥300IP電話 ¥300

NTT電話基本料
¥1,700

NTT電話基本料
¥1,700

Total ¥9,900~ Total ¥4,000~
ファイバーシェアリング

光電話 ¥500光電話 ¥500

光アクセス部分の料金
¥XXXX

光アクセス部分の料金
¥XXXX

並存

※光アクセス部分の料金は、いずれかのサービスで回収

モバイルモバイル

競争
環境

NTTが主に販売

モバイルモバイル ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄ TVTV

各社毎に販売 NTT東西殿以外のNTT東西殿以外の
DSL事業者が
約65％を獲得

出所：NTT東ホームページ フレッツ光ネクスト ファミリー･ハイスピードタイプ、ISP料金:OCN、TV料金：ひかりTV テレビおすすめプラン
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合同公開ヒアリング（2/22）
イー・アクセス説明資料Ｐ５



地方ブロードバンド事業者から見たOSU共用の必要性（関西ブロードバンドの主張）

■ 関西ブロードバンドは、ADSLと比較し、FTTHは8回線単位でしか光ファイバを借りることができず、ＮＴＴ東西と共用しない
限りは、地域においては1ユーザあたりのコストが高額になるとしている。

FTTH市場の競争促進と料金低廉化は、NTT東西殿の加入光ファイバで
の「OSU共用」により実現可能

 1回線あたりの平等な接続料設定により、ADSL同様のビジネスモデルでユーザ
にサービス提供可能

 小規模事業者でも容易に光サービス市場への参入が可能

 設備の共用によるコスト削減により、接続料等のさらなる低廉化が可能

 NTT東西殿を含めたサービス競争が光サービスの普及につながる

効果

A町

OSUSW

スプリッタ

NTT局舎

NTT東西殿

A社
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合同公開ヒアリング（2/22）
関西ブロードバンド説明資料Ｐ１３



帯域確保サービスの実現が困難に （ＮＴＴ東西の主張）

■ NTT東西は、ＮＧＮの帯域管理サーバでは、他社ユーザが利用中の帯域を管理できないため、当該サーバで認識してい
る空き帯域と実際の空き帯域に差異が生じる。その結果、その芯線を利用中のお客様全員の帯域が確保できなくなるとし
ている。

空き帯域
20M

空き帯域
20M

【実際の空帯域】 【帯域制御サーバの管理】
（自社ユーザのみ）

ＮＧＮ

【帯域制御サーバの管理】【実際の空帯域】

１社でＯＳＵ等を利用する場合 複数社でＯＳＵ等を共用する場合

一旦確保された帯域は、他ユーザの影響を
受けずに利用可。
一旦確保された帯域は、他ユーザの影響を
受けずに利用可。

A社ﾕｰｻﾞ

空き帯域10M

帯域確保中

新たな帯域確保要求（30M）

空帯域がないため受付しない

アクセス区間に
容量を超えるトラ
ヒックが流入

アクセス区間に
容量を超えるトラ
ヒックが流入

帯域確保中の全
ユーザにおいて
必要な帯域を確
保できなくなる。
（画面の乱れ等）

帯域確保中の全
ユーザにおいて
必要な帯域を確
保できなくなる。
（画面の乱れ等）

・
・
・
・

Ａ社網
帯域確保中

空き帯域
50M

差異が発生

帯域制御
サーバ

・
・
・
・

・
・
・
・

ＮＧＮ

事
業
者
振
り
分
け
Ｓ
Ｗ

新たな帯域確保要求（30M）

空帯域があると思い受付

帯域制御
サーバ

帯域確保中

アクセス部分
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合同公開ヒアリング（2/22）
ＮＴＴ東西参考資料Ｐ２



故障対応等のサービスレベルが低下 （ＮＴＴ東西の主張）

■ NTT東西は、複数事業者のＯＮＵが混在することにより、故障切分けや故障原因の特定、故障復旧等に時間を要すことと
なり、特に、障害時に早急な回復が必要なひかり電話等については、致命的なお客様サービスレベルの低下となるとして
いる。

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
ｼｽﾃﾑ

関係事業者間で
の連絡が生じる
関係事業者間で
の連絡が生じる

故障による異常信号故障による異常信号

SP

OLT
装置

ONUONU

ONUONU

PKG
全
ユ
ー
ザ
通
信
断

故障復旧

全社に
コンタクト
（当社）

全社に
コンタクト
（当社） 各社と連携

して故障切分け
各社と連携

して故障切分け

原因の除去
（原因事業者）
原因の除去

（原因事業者）

復旧措置復旧措置

各社と
連携して故障
原因を特定

各社と
連携して故障
原因を特定

各
手
順
の
積
み
重
ね
で
時
間
が
か
か
る

事業者間で光ファイバ等を共用する場合1社で光ファイバ等を利用する場合

・ある事業者のユーザのＯＮＵ故障による異常
信号で、ＯＬＴ（ＯＳＵパッケージ）が故障

・全ユーザの通信が途絶

・複数社のＯＮＵが混在していると故障原因の
特定に時間がかかり、故障復旧が長時間化す
る。その間故障が発生していない他の事業者
のユーザも通信途絶が生じる。

SP

・
・
・
・
・
・
・
・

事業者
振り分け

装置

IP網

故障発生

故障復旧

す
べ

て
一

元
対

応
の

た
め

迅
速

に
回

復

故障切分け故障切分け

原因特定原因特定

復旧措置復旧措置

故障発生
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合同公開ヒアリング（2/22）
ＮＴＴ東西参考資料Ｐ２７
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■ ソフトバンクは、機能分離においてはＮＴＴの利用部門と接続事業者との取扱いの同等性確保が基本原則であり、ＮＴＴの
利用部門と管理部門の間で運用されている故障対応フローが接続事業者にも同等に適用される旨主張している。

機能分離におけるＮＴＴ利用部門と接続事業者の故障対応フローは同等 （ソフトバンクの主張）

（利用部門・接続事業者）

管理部門への連絡

管理部門
対応可

管理部門対応不可

（管理部門）

（管理部門）

（利用部門
接続事業者）

利用部門

利用部門・接続事業者
ユーザn

利用部門

②管理部門への連絡

管理部門対応可

管理部門対応不可

⑫故障管理
完了通知

①故障申告
ユーザa

管理部門

利用部門
接続事業者

⑤故障切分実施確認
⑥利用部門・接続事業者

ユーザ了解受領

ⅱ

利用部門
接続事業者→管理部門→

利用部門
接続事業者

利用部門
接続事業者→管理部門→

利用部門
接続事業者

（利用部門
接続事業者へ）

（利用部門
接続事業者）

利用部門・接続事業者
ユーザａ

⑩修理＋試験
⑪回復

利用部門・接続事業者

ユーザm

利用部門
接続事業者

利用部門
接続事業者

利用部門
接続事業者 管理部門※ ＮＴＴ西日本「次世代ネットワークの接続ルールの在り方に関する意見」（平成１９年１１月１６日）より当社作成

故障対応フロー詳細

合同公開ヒアリング（2/22）後の追加質問に対するＳＢ回答



分岐方式は６年間で４回の変更（ＮＴＴ東西の主張）

■ NTT東西は、ＯＳＵ／ＯＮＵ等は、新サービス提供やサービスの拡張に伴い逐次分岐方式や機能拡充等を行ってきた。今
後も速度アップや新サービスの提供にあたり、ＯＳＵ／ＯＮＵ等の変更が必要になると想定。したがって、現時点におけるＯ
ＳＵ／ＯＮＵや分岐数を固定的に捉えＯＳＵ等を共用することは、速度アップや新サービスの提供が困難となり、お客様利便
の向上に支障が生じるとしている。

H13年～ H14年～ H15年～ H16年～ H17年～ 今後

【光アクセスの推移】

サービス導入以降複数回に渡り変更（ＯＳＵ３種類、分岐方式２種類、スプリッタ２種類）

ONU

局内×8PC 局外×4

SLT

①ファミリー

B-ONU

局内×8
PC

局外×4

②ニューファミリー
【B-PON方式に変更】

局内×4
PC

局外×8

GE-ONU

④ハイパーファミリー
【GE-PON方式に変更】

局内×4局外×8

GE-ONU

⑤ハイパーファミリー
【波長多重方式の映像ｻｰﾋﾞｽ追加】

局内×4
PC

局外×8

B-ONU

③ニューファミリー
【分岐方式の変更】

SLT～ONU  10Mbps

B-OSU～B-ONU  600Mbps

B-OSU～B-ONU  600Mbps

GE-OSU～GE-ONU 1Gbps

GE-OSU～GE-ONU 1Gbps

速度UP 速度UP

B-OSU

V-OSU

B-OSU GE-OSU

速度ＵＰや新サービスは
装置の置き換え等

により実現

新サービス値下げ

H22年～

⑥ONUの設定変更
【２００Mサービス】

速度UP

地デジ

３Ｄ放送

ＢＳデジタル

GE-OSUV-ONU
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合同公開ヒアリング（2/22）
ＮＴＴ東西説明資料Ｐ２６



３．各社から示された設備競争の状況

11



シェアドアクセスを現に利用する接続事業者の実績 （NTT東日本の主張）

■ ＮＴＴ東日本は、１芯あたり接続料の低廉化や利用し易い環境整備の取組みの推進により、シェアドアクセス方式による光
ブロードバンドサービスの競争が進展しているとしている。

■ また、シェアドアクセス方式を利用して光ブロードバンドサービスを展開している接続事業者は、現に１芯あたり２～３ユー
ザを獲得しており、他社も十分ＦＴＴＨ市場に参入可能としている。

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

H20.9 H21.3 H21.9 H22.3 H22.9

接続事業者合計

※当社の１芯あたりユーザ数の実績は３．２ユーザ （Ｈ２２．９末）

※１芯あたりユーザ数 ＝ 全接続事業者合計の分岐端末回線数 ÷ 主端末回線数

【利用し易い環境整備の取組み】【接続事業者の１芯あたりユーザ数推移】

これまで
の取組み

①他社の光屋内配
線工事の受託
（Ｈ20.9～）

ビジネスベースで他社の光屋内
配線工事を開始

（H22.4に接続約款化）

②他社の新設と当
社の廃止の注文
工事の括り付け
(H21.12～)

それまでばらばらにきた二つの
注文を括り付け、効率的な工事
を提案・実施

③割安な工事料金
の設定
(H22.9～)

既設光屋内配線を転用した場合
の割安な工事料金を設定

（H22.9に接続約款化）

今後の
取組み

①注文手続きの迅速化（システム化）

②既設設備の相互転用の促進 など

さらなる開通工事の円滑化
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合同公開ヒアリング（2/22）
NTT東日本説明資料Ｐ３０



シェアドアクセスを現に利用する接続事業者の実績 （KDDIの主張）

■ KDDIは、自社専用のOSUを設置し１Gの高速サービスを実現しており、設備の利用効率を高め、１加入者あたりのコストを
下げるべく企業努力を行うことにより、８分岐利用の「ギガ得」で収支が成り立ちつつあるとしている。
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合同公開ヒアリング（2/22）
KDDI説明資料Ｐ４



近畿における設備競争とFTTH世帯普及率の関係 （ケイ・オプティコムの主張）

■ ケイ・オプティコムは、設備競争が進展している近畿2府４県では、FTTHの普及率について、ほぼ全国平均を上回る世帯
普及率となっているとしている。

ADSL普及率 CATV普及率

全国平均：35.8％
近畿平均：41.6％（＋5.8）
全国平均：35.8％
近畿平均：41.6％（＋5.8）

FTTH普及率

全国平均：63.1％
近畿平均：69.0％（＋5.9）
全国平均：63.1％
近畿平均：69.0％（＋5.9）

ブロードバンド普及率
（FTTH＋ADSL＋CATV）

（出典）近畿総合通信局 報道発表資料（H23.1.6）

都道府県別ブロードバンドサービスの世帯普及率
（平成22年9月末現在）
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設備競争とFTTH世帯普及率の関係 （NTT西日本の主張）

■ ＮＴＴ西日本は、ＦＴＴＨの設備競争が特に激しい西日本エリアにおいては、ＦＴＴＨ世帯普及率が全国的に見ても高い傾向
にあり、設備競争は世帯普及率の拡大に有効に機能しているとしている。

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 全国平均

滋賀 東京 京都 神奈川 大阪 奈良 千葉 愛知 埼玉 静岡 全県計

（54.2%） （53.4%） （48.7%） （46.8%） （46.7%） （46.1%） （43.6%） （42.2%） （41.6%） （41.3%） （39.0%）

16位 1位 10位 3位 2位 14位 6位 5位 4位 12位 －

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 全国平均

滋賀 奈良 徳島 兵庫 京都 和歌山 大阪 愛知 香川 高知 全県計

（41.4%） （48.0%） （49.3%） （53.7%） （58.3%） （59.8%） （63.6%） （66.9%） （68.9%） （69.9%） （74.5%）

【都道府県データ】

※１ 全国のＦＴＴＨ契約数（総務省統計局公表データ、H22.9時点）÷都道府県別世帯数（国勢調査（H17））により算出
※２ 都道府県別人口推計（総務省統計局公表データ）÷都道府県別面積（国土交通省公表データ）により算出（H21.10時点）
※３ ＮＴＴのＦＴＴＨ契約数÷全事業者のＦＴＴＨ契約数（総務省統計局公表データ）により算出（H22.9時点）

※１

※３

ＦＴＴＨ世帯普及率
の高い都道府県

人口密度順位

ＮＴＴシェアの
低い都道府県

※２

<ＦＴＴＨ世帯普及率>                        <17位(36.6%)><11位(40.2%)>             <12位(38.8%)>                               <30位(29.3%)><41位(22.8%)>

<人口密度順位>                                 <33位>       <8位>                          <29位>                                         <11位>      <43位>

（参考）
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４． 技術的参考資料
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ＮＧＮ及びアクセス網におけるパケットの流れについて （NTT説明資料）

■ＮＴＴ東西によると、NGN及びアクセス網に係る設備構成は、高速道路に例えると以下のとおり。

・アクセス（主端末回線部分）は１車線（1芯）。

・１車線を様々な車両が走行し、これを１箇所の交通監視センタで適切に交通整理することで、事故や渋滞なく、それぞれの
目的までの安全かつ快適な走行が可能。

接続事業者

ＮＴＴ

別車線
交通監視センタ

（ＳＩＰサーバ等）

ベストエフォート（１Ｇ）最優先（帯域確保サービス）

火事現場

観光地

病院

自宅

イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ

（収容ルータ）

並び替え

交通監視センタ

（ＳＩＰサーバ等）

ベストエフォート（100Ｍ/200Ｍ）最優先（帯域確保サービス）

火事現場

観光地

病院

自宅

イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ

コアネットワーク

並び替え

200
km/h

100
km/h

（収容ルータ）

アクセス回線（主端末回線）＝１回線

コアネットワークアクセス回線（主端末回線）＝１回線
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ＯＳＵによる通信（下り）の仕組み （NTT提出資料）

■ ＯＳＵは、収容ルータから送られてきた複数ユーザ宛のパケットを１芯の光ファイバに多重化して送信（光スプリッタを介し
て、各ＯＮＵに全てのパケットが到達）。各ＯＮＵは、自らにあてられたパケットのみをフィルタリングして取り込み、他のパ
ケットを廃棄することで、セキュリティを確保した状態で同時に最大３２ユーザとの通信を可能にしている。

■ なお、収容ルータでは、ネットワーク側から送られてきたパケットのフラグを見て、優先クラスのパケットを先読出ししてＯＳ
Ｕ側に送信し、ＯＳＵはその優先順位のまま多重化しているため、優先クラスの品質を確保している（詳細後述）。
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ネットワーク側

ONU1

82118

182118

ONU2

ONU8

光
ス
プ
リ
ッ
タ

182118

182118

11

828

1

2

88

18
11

8

111
2

ＯＳＵとＯＮＵが連携し、ＯＮＵにおいて、下り
信号（ダウンロード通信）のうち、自らにあて
られていないパケットを廃棄し、必要なパ
ケットのみをユーザ側に伝送する。

ユーザ側

ＯＳＵ

1
ONUごとの固有のID
を参照し、 以外の
パケットを廃棄

光スプリッタは全て
の下り信号を各分岐
にそのまま伝送

主端末回線部分

分岐端末回線部分

1ID

1

各パケットにはONUごと
の固有の IDが付与され
ておりユーザを識別可能

第15回接続委員会
（3/3）資料Ｐ２２



1 1 1

2

8 8

分岐端末回線部分

■ ＯＳＵは、各ＯＮＵからのリクエスト信号に対し、通信を許可する信号を送り、当該信号を受けたＯＮＵは優先クラスの高い
パケットから１パケット毎にデータを送信することで、各ＯＮＵから送信されるパケットがぶつかり合うことはなく同時に最大３
２ユーザでの通信を可能にしている。

■ なお、ＯＳＵは、送られてきたパケットのフラグをみて、優先クラスのパケットを先読出しして収容ルータへ送信し、収容
ルータも同様に優先クラスのパケットを先読出ししてネットワーク側に転送することで、優先クラスの品質を確保している（詳
細後述）。
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ONU1

ONU2

ONU8

1 1 1

2

8 8

1 8 2 1 1 8

ＯＳＵ主端末回線部分でパ
ケットがぶつかり合うこと
がないように、ＯＮＵから
の通信時間を管理

主端末回線部分光
ス
プ
リ
ッ
タ

ＯＳＵからの通信
許可信号を受けて
送信

ＯＮＵ発の上り信号（アップロード通信）が主端
末回線部分で衝突しないよう、ＯＳＵが通信を
許可する信号を送り、ＯＮＵはこれに従い送信。

ユーザ側

ネットワーク側

ＯＳＵによる通信（上り）の仕組み （NTT提出資料）

第15回接続委員会
（3/3）資料Ｐ２３



ＮＧＮにおける帯域確保の仕組み （NTT説明資料）

■ ＮＴＴ東西は、帯域確保の仕組みを以下のとおり説明している。

・ 帯域管理サーバ（ＳＩＰサーバ）で、ＯＳＵごとに帯域確保サービス（優先クラス）の利用状況を管理。
・ ユーザからの新規通信要求時に、帯域の空き状況を確認し、空きがあれば受け付け、空きがなければ受け付けないよう

帯域管理サーバで制御。
・ 収容ルータでは、送られてきたパケットのフラグをみて、優先クラスのパケットを先読出しすることで、優先クラスの品質を

確保。
・ ＯＳＵは、収容ルータから送られてきたパケットを、そのまま１芯の光ファイバに多重してＯＮＵへ送るだけ。

収容ルータ

帯域管理サーバ
（SIPサーバ）

ＮＧＮ
OSU

SP

①新規通信要求

ＢＥ 優先 優先ＢＥ ＢＥ 優先ＢＥ優先

優先

優先

優先 優先優先 ＢＥ ＢＥＢＥ

ＢＥＢＥ

光ファイバ

②帯域管理、受付制御③優先制御

帯域確保ｻｰﾋﾞｽ

・電話 ●ｃｈ通話中
・地デジ Max●ｃｈ
・テレビ会議 Max●対地
・映像ｻｰﾋﾞｽ Max●M

帯域管理表

空き帯域 50M
・・・

空き帯域をみて、
受付制御を実施

（ 空き帯域がなけれ
ば受付けしない）

《入》

《出》

並び替え

帯域管理サーバによる受付
制御と収容ルータによる優先
制御により、サービス品質を
確保

優先 優先ＢＥ ＢＥ 優先ＢＥ

優先 優先優先 ＢＥＢＥ

廃棄廃棄

ＢＥ

廃棄

OSU毎に優先ｸﾗｽの利用状況を管理送られてきたパケットのフラグをみて、優先
クラスのパケットを先読出し

優先 優先優先 ＢＥ ＢＥＢＥ
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ＮＴＴ東西参考資料Ｐ１



レイヤ３装置とレイヤ２装置の関係（ＮＴＴ提出資料）

■ NTT東西のNGNとアクセス網においては、エッジルータのレイヤー３装置とOSUなどにおけるレイヤ２装置が連携し、IPパ
ケットの優先制御を実現している。

■ また、優先制御を実現するため、L2フレームのヘッダにCoS(Class of Service)値を以下の転送優先度に基づき、設定して
いる。
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優先優先度 主な提供サービス

最優先 ひかり電話、ＴＶ電話

高優先 地デジＩＰ再送信

優先 データコネクト

ベストエフォート インターネット接続

【NTTが利用している転送優先度】

優先度：高

優先度：低

第15回接続委員会
（3/3）資料Ｐ２７


